
北海道教育大学を拠点とする「環境地図教育研究会」
の活動をSDGsの視点で見ると・・・

（環境地図教育研究会ホームページより）



第27回私たちの身のまわりの環境地図作品展 2017.10
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身の回りの環境から全国
の環境へと思いをつなぐ
地図作品の例 2006



動物園で学生が実施した「みんなの環境地図ワークショップ」 2017.10



大学はワークショップをバスを提供するなどして支援 2017.10



環境地図展が縁で中国中山市の中学校を訪問した学生たち 2010.3



北京師範大学で環境地図づくりを指導 2008.12



中国の小・中・高・大の先生や地理・環境教科書会社の
社長さんと共に 2008.12



環境地図づくりで高める学力
１） 計画立案
２） 調査準備
３） 調査・観察
４） 記録(マッピング)  
５） 地図作製
６） 地図の読みとり・説明
７） 発表

総合的科学力，地域的・空間的視点と知識，Graphicacy, 地域・環境・地図 etc.
への関心、小・中・高・大・社会の連携・・

マルチスケールの空間的・地域的思考力→グローカル環境教育
・ 地球規模で考えて、身近なところで行動する

(Rene Dubos, UN Conference on the Human Environment)
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SDGsの普及推進に寄与する日本学術会議の
公開イベントや提言など

日本学術会議主催学術フォーラム 2016.12.3





http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-23-h170929-1.pdf



要 旨

１ 作成の背景

2017年１月、日本学術会議は「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals: SDGs）

の達成に向けた超学際研究とマルチステークホルダー協働の推進」をテーマに「持続可能な社会の

ための科学と技術に関する国際会議」を開催した。本報告は、その会議の内容に関連する情報を加

え、今後のSDGs実現への道筋を示すために作成したものである。

２ 現状及び問題点

日本学術会議では、持続可能な社会の形成のために学術が果たすべき役割について、これまで様

々な課題別委員会や分野別委員会から多くの提言、報告を出しており、SDGsの目標達成に資するも

のも少なくない。しかし、持続可能な開発と科学技術の問題、社会問題は、それぞれ個別の問題と

して捉えられてきた。一方、SDGsは、持続可能な開発の目標群を包括的に達成するための具体的な

方策を含む。SDGsの目標達成と個別の課題の解決には相互に複雑な関係があり、この問題に取り組

むためには多くの学術領域の協働と社会との連携が不可欠となる。すべての学術領域を擁する日本

学術会議には、SDGsの枠組みの中で従来の学術と社会的課題をとらえ直し、問題解決の方策を提示

することが求められている。



３ 報告の内容

(1) 持続可能な開発目標（SDGs)とは何か

2015年に国連総会で採択されたSDGsは、経済・社会・環境の持続可能性を統合的に扱う国際目標

であり、17目標と169のターゲットからなる。それは、「持続可能な開発」と、「ミレニアム開発

目標（MDGs）」を背景に持ち、その策定過程には科学者を含む多様なステークホルダーが参加した

。「誰一人取り残さない」ことを大目標に、５つの基本的要素を理念の中心とし、指標によって各

主体の進捗を測る。相互に影響する複雑な目標の包括的、統合的な実施には、分析や制度設計にお

ける科学的知見が不可欠である。

(2) 国内外におけるSDGsの展開動向と学術界の取り組み

地球規模でのSDGsの進捗把握の役割は国連が担うが、国ごとの取り組みについては、国家のオー

ナーシップが重視されている。わが国では、2016年５月に総理大臣を本部長とするSDGs推進本部が

設置され、その下にステークホルダーによる円卓会議が設置された。同年12月にはSDGs実施指針が

決定され、2017年にはレビューが実施される。企業や地方自治体におけるSDGs活用や、SDGsを共通

のプラットホームとした市民活動も始まっている。このように、多様なステークホルダーがそれぞ

れの立場で目標実現に向けたプロセスを示しうる包摂性がSDGsの特徴の一つであり、異なるステー

クホルダー間の連携強化にも貢献している。この中で、学術界の重要な役割は、SDGsの掲げる高い

目標に対して科学的な根拠を与えることである。例えば雇用と気候変動対策を満たす脱炭素都市の



実現など、困難な到達目標を実現可能なビジョンとして示すとともに、そこに到達するための科学

技術・社会イノベーションのあり方について、対策や課題、手法などを具体的に提示することが求

められている。また、目標やターゲット間の相互関連性を、各ステークホルダーの役割に留意しな

がら体系化し、より高次の目標群やターゲット群へとまとめていくための指針を示すことが重要で

ある。科学的な知見を分かりやすく社会に普及させ、科学コミュニケーションを担う人材の育成も

急務の課題である。

(3) 超学際研究教育の推進がSDGsの実現に果たす役割

わが国においてこれまで進められてきたサステイナビリティ学やFuture Earthといった超学際研

究は、国際ネットワークを通じた国際貢献や、主にアジア・太平洋地域おける学術面からの支援、

日本における多様なステークホルダーとの協働を通して、SDGsの達成に貢献する役割を担う。また

、日本の学術界には、企業やNPO/NGOの活動を学術面から支援する役割が期待されている。超学際

研究の推進には幅広い地球規模課題に関するリテラシーが求められることから、持続可能な開発の

ための教育（Education for Sustainable Development: ESD）では、これまで以上に積極的に、健

全な「市民」のマインドを持った「専門家」の養成を行うことが求められる。



(4) SDGs達成のためのエンジンとしての科学技術イノベーション

SDGsは、相互に関連する17の目標を統合的に達成しようとしているが、そのためには科学技術イ

ノベーションの役割が大きい。そこでは、具体的な課題解決策を見いだすことはもとより、目標達

成に向けた合理性のある政策の立案、推進、進捗評価のためのエビデンスの提供という観点からも

大きな期待が寄せられている。そのために分野横断研究の取り組みが強化されつつあるが、さらに

、共創的科学技術イノベーションを推進するための資金メカニズムの改革も求められている。

(5) 日本学術会議の役割

さまざまな活動に対してSDGsが行動規範として広く活用されるようになるために、学術界の役割

は大きい。日本学術会議では、自然科学と人文社会科学にまたがる俯瞰的、包摂的な立場から検討

を行い、とくに科学と社会の共創が強く求められるSDGsに対して、経済・社会・環境の３側面を統

合した貢献を目指す必要がある。



http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-23-t247-6.pdf  



要 旨

１ 作成の背景

これまで日本学術会議は、地理教育に関する提言等として、対外報告「現代的課題を切り拓く地

理教育」（2007年）、提言「新しい高校地理・歴史教育の創造－グローバル化に対応した時空間認

識の育成－」（2011年）、提言「地理教育におけるオープンデータの利活用と地図力／GIS技能の

育成－地域の課題を分析し地域づくりに参画する人材育成－」(2014年)を公表している。特に「持

続可能な社会」の担い手としての人材育成に関しては、提言「持続可能な未来のための教育と人材

育成の推進に向けて」（2014年）と提言「環境教育の統合的推進に向けて」(2016年)の中で、その

重要性を指摘している。

次期学習指導要領では、「歴史総合」と「地理総合」が必履修科目になった。そのうち新設科目

「地理総合」の特性として、中央教育審議会は、「持続可能な社会づくりに必須となる地球規模の

諸課題や地域課題を解決する力を育む科目」と明記している。多くの高校生が2022年度から実施さ

れる必履修科目「地理総合」や選択科目「地理探究」を通して地球規模の諸課題や地域課題を解決

する力を育むことになるが、それを成功させるためには、高等学校のみならず、教員養成を担う大

学教育や、学術機関及び関係省庁が取り組むべき様々な課題がある。本提言はそれらの課題を整理

し、解決策を探り、「持続可能な社会づくり」の一翼を担う地理教育をどう推進すべきかを提案す

るものである。



２ 現状及び問題点

国際連合は2015年、地球環境変動や災害問題、不平等・貧困問題などに関し、持続可能な17の開

発目標（Sustainable Development Goals: SDGs）を定めた。日本でもSDGs推進会議がSDGs実施指

針の具体的施策を公表し、SDGsを学校教育で学習することを明示した。2013 年ユネスコ総会及び

2014年国際連合総会は、持続可能な開発のための教育（Education for Sustainable Development:

ESD）に関して、グローバル・アクション・プログラム（Global Action Program: GAP）を採択し

た。一方、ICSU（国際科学会議）や ISSC（国際社会科学評議会）などがフューチャー・アースを

主導し、人文・社会・自然科学を統合した学際的研究を強化することに加え、多様なステークホル

ダーと協働してCo-design（ともに研究立案）、Co-production（ともに研究実施）、Co-delivery

（ともに応用・実装）を行いtransdisciplinary（超学際）研究が目指された。そして、地球の持

続的発展を実現するための科学研究の在り方そのものに変革が求められている。

こうした世界的取り組みや新しい研究成果は、今後の「地理総合」や「地理探究」の教科書の内

容として適切に反映されねばならない。地理教育は従来の教育内容に加え、新たな視点・内容を加

えることが求められるが、現在、高等学校に地理専門の教員は圧倒的に少ない。そのため地理教育

への期待に応えるためには、現職教員の研修や教材開発が急務である。また、教員には学際的・俯

瞰的視点が必要となるため、教員養成体制の見直しも求められる。高等教育機関における学際的・

俯瞰的研究の必要性は繰り返し主張されてきたが、到達度は必ずしも高くない。超学際研究に基づ

く社会実装も課題である。



３ 提言の内容

（1) 「持続可能な社会づくり」に向けた解決すべき課題の明確化

文部科学省等の関係機関は、SDGsやESD推進のためのGAP、フューチャー・アースなどの最新の

知見や考え方を教育に取り入れるため、持続可能な社会の在り方や解決すべき課題について、国

民的な議論を深め地理教育に反映できるように取りまとめることが望まれる。防災に関しては「

短期的な経済効率重視からのパラダイムの変換」を求めた日本学術会議の答申（2007年）や東日

本大震災後の提言等が基本とされるべきである。

(2) 「持続可能な社会づくり」に資する地理教育の内容充実

レジリエンスや多様性の視点、地球規模や地域的な課題の理解と課題解決に向けた教育を強化

する必要がある。文部科学省は「持続可能な社会づくり」にかかわる課題と方向性についての最

新知見を「地理総合」や「地理探究」の教科書に取り入れて教育内容に反映させ、地理教育を充

実させねばならない。学校教育では、インターネットを介した国土地理院の「地理院地図」など

を積極的に活用し、地図力やGIS(地理情報システム) 技能の育成を通して地球規模や地域的な課

題に取り組める人材の育成を推進すべきである。また、国土交通省や環境省、内閣府、気象庁、

地震調査研究推進本部等の関係機関には、汎用性のあるデータの提供が求められる。



(3) 「持続可能な社会づくり」に向けた地理教育を支えるための体制整備

「地理総合」等に関する教員研修の充実に加え、教員養成において自然と人間のかかわりを学

際的・俯瞰的視点から深く理解した教員の育成が重要である。そのためには自然地理学と人文地

理学を共に学び、文理融合の総合性を身につけなければならない。2016年の改正教育職員免許法

のもと、教職課程を設置する大学は、自然地理学、人文地理学、地誌学に加えて地図/GISや地域

調査を教科及び指導法に関する科目として教員を配置し、アクティブ・ラーニングに関する指導

も強化する必要がある。高等学校において地理の専門性を有する教員を確保すべきである。研究

者は研究成果を学校教育の教材素材として提供し学術団体はこの活動を支援すべきである。

(4) 「持続可能な社会づくり」に向けた学校教育・教員養成を支える大学教育の充実

大学教育においても、初等中等教育や教員養成を支えるために、ESD、環境教育、減災・防災

教育等に関わる大学教育を充実させる必要がある。具体的には、①環境問題や災害の現場に直接

触れて自ら考える機会を充実させ、②関連する最新情報を収集して客観的な情報インフラを整備

し、③情報を分析して学際研究を深化させる必要がある。

(5) 「持続可能な社会づくり」を支える地理教育の社会実装

環境教育、防災・減災教育を社会実装するため、政府はNPO/NGOと連携して様々な生涯学習の

場で地理教育を充実させるべきである。さらに、政府や産業界の意思決定に活かすには、フュー

チャー・アースが掲げる超学際的な協働の場を充実させる必要がある。





これから地理に限らず多くの教科や専門分野でSDGsへの取組が本格化すると
予想される。日本学術会議のウェブサイト http://www.scj.go.jp/ に掲載
される公開シンポジウムや提言などの情報が、持続可能な開発に関する学校
教育やSDGs, ESDなどの活動において一層広く活用されることが望まれる。

(http://www.scj.go.jp/ja/event/index.html より)


